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1.  平成24年3月期第2四半期の連結業績（平成23年4月1日～平成23年9月30日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

24年3月期第2四半期 1,760 △29.6 △124 ― △137 ― 74 ―
23年3月期第2四半期 2,500 ― △50 ― 63 ― △20 ―

（注）包括利益 24年3月期第2四半期 84百万円 （―％） 23年3月期第2四半期 △82百万円 （―％）

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

24年3月期第2四半期 19.38 ―
23年3月期第2四半期 △5.23 ―

総資産 純資産 自己資本比率
百万円 百万円 ％

24年3月期第2四半期 6,318 2,156 34.1
23年3月期 7,005 2,072 29.6
（参考） 自己資本   24年3月期第2四半期  2,156百万円 23年3月期  2,072百万円

2.  配当の状況 

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無  ：  無   

年間配当金
第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

23年3月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00
24年3月期 ― 0.00
24年3月期（予想） ― 0.00 0.00

3.  平成24年3月期の連結業績予想（平成23年4月1日～平成24年3月31日） 
（％表示は、対前期増減率）

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無  ：  有   

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 1株当たり当期
純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 4,150 △13.3 △145 ― △210 ― 18 ― 4.63



(1) 当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  ：  無  

(2) 四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用  ：  無  

(3) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 
 この四半期決算短信は、金融商品取引法上に基づく四半期レビュー手続の対象外であり、この四半期決算短信の開示時点において、四半期連結財務諸表に
対する四半期レビュー手続が実施中です。 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
 本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際
の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。 

4.  その他

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更   ：  無
② ①以外の会計方針の変更   ：  無
③ 会計上の見積りの変更   ：  無
④ 修正再表示   ：  無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 24年3月期2Q 4,605,760 株 23年3月期 4,605,760 株
② 期末自己株式数 24年3月期2Q 741,086 株 23年3月期 740,126 株
③ 期中平均株式数（四半期累計） 24年3月期2Q 3,865,223 株 23年3月期2Q 3,912,777 株
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（１）連結経営成績に関する定性的情報 

 当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、東日本大震災の影響で寸断されたサプライチェーンや生産活

動の復旧が急速に進み、消費マインドの回復や復興需要等による景気の持ち直しが期待されました。しかしなが

ら、その後の復興政策の遅滞や、米国の景気低迷・欧州の金融不安による円高・株安の進行等の影響により、国内

外ともに景況は停滞しており先行き不透明な状況が続いております。 

 このような環境下、当社グループにおいても自動車関連の売上が対前年比で53.9％に落ち込み、また、液晶ＴＶ

関連も地デジ化移行後、同製品売上高が大幅に減少しました。 

 一方、節電意識の高まりから省エネ効果の高いエアコン向け売上高が順調に推移した他、食品容器、医療機器も

堅調な結果となりました。 

 当期間中も全社を挙げてコストダウンに取り組み、６月末に締結した埼玉県草加市の旧本社不動産売却について

も、予定通り９月末に引き渡しを完了し、特別利益を計上いたしました。 

 これらの結果、当第２四半期連結累計期間といたしましては、売上高17億60百万円（前年同期比29.6％減）、営

業損失１億24百万円（前年同期は営業損失50百万円）、経常損失１億37百万円（前年同期は経常利益63百万円）と

なりました。四半期純利益は、旧本社不動産の売却による固定資産売却益２億17百万円等を特別利益に計上したこ

とから74百万円（前年同期は四半期純損失20百万円）となりました。 

 なお、各セグメントの状況は次のとおりです。 

  

①成形品セグメント 

  本セグメントは、家電、自動車、医療機器、食品容器等部品もしくは完成品を受注生産・販売するセグメント

です。 

 当期間においては、省エネエアコンを中心とする家電や医療機器、食品容器の分野は堅調に推移いたしました

が、サプライチェーンが寸断された自動車部品は大きく落ち込み、地デジ化移行後の薄型ＴＶも国内生産の打ち

切りと海外シフトにより大幅に減少しました。 

 この結果、本セグメントの売上高は15億54百万円（前年同期比29.0％減）、セグメント利益90百万円（前年同

期比45.3％減）となりました。  

  

②金型・技術セグメント 

 本セグメントは、当社独自技術を供与したライセンス収入や、顧客の要望により海外で生産委託した売上から

のコミッション収入、独自技術用の機械装置、金型売上など技術資源を源としたセグメントです。 

 当期間において、金型売上は自動車・医療・食品等向けが順調に推移いたしましたが、家電・エレクトロニク

ス向けが伸び悩みました。また、ノートＰＣ生産を主とするライセンシーからのライセンス料やコミッション収

入がノートＰＣ市場においてタブレットＰＣに押された影響から低調な結果となりました。また、当第１四半期

連結会計期間より機械装置の販売を大手機械メーカーに委託し、コミッション収入に切り替えたため機械装置の

売上高は減少しました。 

 この結果、本セグメントの売上高は２億６百万円（前年同期比33.9％減）、セグメント利益25百万円（前年同

期比45.4％減）となりました。 

  

１．当四半期決算に関する定性的情報
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（２）連結財政状態に関する定性的情報 

① 資産、負債及び純資産の状況 

 当第２四半期連結会計期間末の資産合計は、63億18百万円となり、前連結会計年度末に比べ６億87百万円減少

しました。この主な要因は、旧本社不動産売却に伴う建物・土地等の有形固定資産の減少５億70百万円及び投資

有価証券の減少１億65百万円です。 

 負債合計は、41億61百万円となり、前連結会計年度末に比べ７億71百万円減少しました。その主な要因は、旧

本社不動産売却等による有利子負債の減少６億55百万円及び、仕入債務の減少１億73百万円です。 

 純資産合計は、21億56百万円となり、前連結会計年度末に比べ84百万円増加しました。その主な要因は、利益

剰余金の増加74百万円です。 

② キャッシュ・フローの状況 

 当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に

比べ２億71百万円増加し18億１百万円となりました。 

 当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりです。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 固定資産の売却損益２億15百万円があったものの、売上債権の減少２億17百万円、減価償却費１億15百万円等

により、当第２四半期連結累計期間において営業活動の結果得られた資金は１億５百万円（前年同期は43百万円

の支出）となりました。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 有形固定資産の売却による収入６億96百万円、投資有価証券の売却による収入１億45百万円等により、当第２

四半期連結累計期間において投資活動の結果得られた資金は８億21百万円（前年同期は６億21百万円の支出）と

なりました。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 長期借入金の返済による支出６億円等により、当第２四半期連結累計期間において財務活動の結果使用した資

金は６億55百万円（前年同期は２億５百万円の支出）となりました。 

  

（３）連結業績予想に関する定性的情報 

 2012年３月期の連結業績予想につきましては、2011年５月13日に公表しました連結業績予想から変更しておりま

す。詳細につきましては本日（2011年11月10日）公表の「業績予想の修正に関するお知らせ」をご参照ください。

  

  

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動 

 該当事項はありません。 

  

  

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 

 該当事項はありません。  

  

  

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

 該当事項はありません。  

  

  

 当社グループは、連結財務諸表作成会社である当社の単体決算において前事業年度まで３期連続で営業損失及び当

期純損失を計上するとともに、売上高の著しい減少という状況が継続しています。また、連結決算についても前連結

会計年度において営業損失、当期純損失を計上しています。  

 当第２四半期連結累計期間においても引き続き、継続企業の前提に関する重要な疑義を生じさせるような状況が存

在しています。 

 なお、継続企業の前提に関する事項及びその改善につきましては、後記「４．四半期連結財務諸表 （４）継続企

業の前提に関する注記」をご覧ください。  

  

２．サマリー情報（その他）に関する事項

３．継続企業の前提に関する重要事象等の概要
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４．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(2011年３月31日) 

当第２四半期連結会計期間 
(2011年９月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,529,446 1,801,154

受取手形及び売掛金 1,421,457 1,204,299

商品及び製品 123,479 130,131

仕掛品 45,192 41,571

原材料及び貯蔵品 75,498 58,875

その他 33,554 36,164

貸倒引当金 △3,810 △7,282

流動資産合計 3,224,818 3,264,915

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 1,351,061 1,061,510

機械装置及び運搬具（純額） 472,592 408,766

土地 458,296 249,509

その他（純額） 33,546 25,293

有形固定資産合計 2,315,497 1,745,080

無形固定資産 12,859 10,054

投資その他の資産   

投資有価証券 201,859 36,559

関係会社株式 716,431 734,979

投資不動産（純額） 239,144 238,870

保険積立金 249,893 245,135

その他 45,211 42,991

投資その他の資産合計 1,452,541 1,298,536

固定資産合計 3,780,898 3,053,671

資産合計 7,005,716 6,318,586

負債の部   

流動負債   
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（単位：千円）

前連結会計年度 
(2011年３月31日) 

当第２四半期連結会計期間 
(2011年９月30日) 

支払手形及び買掛金 822,335 649,246

短期借入金 850,000 745,000

1年内返済予定の長期借入金 1,201,826 1,079,556

未払法人税等 － 5,181

賞与引当金 － 30,000

その他 102,300 120,313

流動負債合計 2,976,461 2,629,297

固定負債   

長期借入金 1,770,604 1,342,378

退職給付引当金 119,081 130,758

役員退職慰労引当金 39,604 42,429

その他 27,623 16,924

固定負債合計 1,956,912 1,532,490

負債合計 4,933,374 4,161,787

純資産の部   

株主資本   

資本金 595,916 595,916

資本剰余金 744,503 744,503

利益剰余金 1,069,416 1,144,324

自己株式 △297,649 △297,808

株主資本合計 2,112,185 2,186,935

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 16,039 5,706

為替換算調整勘定 △55,882 △35,843

その他の包括利益累計額合計 △39,842 △30,136

純資産合計 2,072,342 2,156,798

負債純資産合計 7,005,716 6,318,586
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書 
（四半期連結損益計算書） 
（第２四半期連結累計期間） 

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 2010年４月１日 
 至 2010年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 2011年４月１日 
 至 2011年９月30日) 

売上高 2,500,057 1,760,566

売上原価 2,288,895 1,645,069

売上総利益 211,161 115,496

販売費及び一般管理費 261,444 240,213

営業損失（△） △50,283 △124,717

営業外収益   

受取賃貸料 8,871 8,871

受取保険金 － 7,103

持分法による投資利益 141,166 －

その他 25,413 15,054

営業外収益合計 175,451 31,029

営業外費用   

支払利息 48,896 39,884

持分法による投資損失 － 1,496

その他 12,934 2,207

営業外費用合計 61,830 43,588

経常利益又は経常損失（△） 63,337 △137,276

特別利益   

固定資産売却益 2,529 218,760

貸倒引当金戻入額 2,064 －

賞与引当金戻入額 37,595 －

その他 4,823 －

特別利益合計 47,012 218,760

特別損失   

固定資産売却損 － 1,881

固定資産除却損 1,355 1,687

投資有価証券売却損 － 1,192

役員特別退職慰労金 3,877 －

早期割増退職金 131,150 －

特別損失合計 136,383 4,761

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△26,032 76,722

法人税、住民税及び事業税 2,483 1,813

過年度法人税等 △7,344 －

法人税等調整額 △716 －

法人税等合計 △5,577 1,813

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

△20,455 74,908

少数株主利益 － －

四半期純利益又は四半期純損失（△） △20,455 74,908
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（四半期連結包括利益計算書） 
（第２四半期連結累計期間） 

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 2010年４月１日 
 至 2010年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 2011年４月１日 
 至 2011年９月30日) 

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

△20,455 74,908

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △59,175 △10,332

為替換算調整勘定 △2,432 △5

持分法適用会社に対する持分相当額 － 20,044

その他の包括利益合計 △61,608 9,706

四半期包括利益 △82,063 84,614

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △82,063 84,614

少数株主に係る四半期包括利益 － －
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（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 2010年４月１日 
 至 2010年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 2011年４月１日 
 至 2011年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半
期純損失（△）

△26,032 76,722

減価償却費 167,870 115,522

貸倒引当金の増減額（△は減少） △1,997 3,471

賞与引当金の増減額（△は減少） △37,595 30,000

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △12,249 2,825

退職給付引当金の増減額（△は減少） 19,194 11,677

受取利息及び受取配当金 △12,513 △1,628

支払利息 48,896 39,884

持分法による投資損益（△は益） △141,166 1,496

固定資産除売却損益（△は益） △1,174 △215,191

売上債権の増減額（△は増加） △242 217,157

たな卸資産の増減額（△は増加） △25,205 13,592

保険積立金の増減額（△は増加） 22,000 4,757

仕入債務の増減額（△は減少） △4,799 △173,089

未払金の増減額（△は減少） △15,517 △5,152

その他の流動資産の増減額（△は増加） 11,785 △1,443

その他 3,893 22,219

小計 △4,854 142,823

利息及び配当金の受取額 12,532 1,627

利息の支払額 △51,472 △41,562

法人税等の支払額 △9,048 △6,593

法人税等の還付額 9,742 8,854

営業活動によるキャッシュ・フロー △43,098 105,149

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △47,393 △18,770

有形固定資産の売却による収入 17,930 696,331

投資有価証券の取得による支出 △1,199 △1,332

投資有価証券の売却による収入 － 145,207

関係会社株式の取得による支出 △580,687 －

その他 △10,031 510

投資活動によるキャッシュ・フロー △621,382 821,947

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △100,000 △105,000

長期借入れによる収入 400,000 50,000

長期借入金の返済による支出 △480,996 △600,496

自己株式の取得による支出 △24,454 △158

配当金の支払額 △31 △103

財務活動によるキャッシュ・フロー △205,481 △655,757

現金及び現金同等物に係る換算差額 △346 369

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △870,308 271,708

現金及び現金同等物の期首残高 2,763,703 1,529,446

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 729 －

現金及び現金同等物の四半期末残高 1,894,124 1,801,154
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（４）継続企業の前提に関する注記

 当第２四半期連結会計期間 

（自 2011年４月１日 

  至 2011年９月30日）  

 当社グループは、連結財務諸表作成会社である当社の単体決算において前事業年度まで３期連続で営業損失及び

当期純損失を計上するとともに、売上高の著しい減少という状況が継続しています。また、連結決算についても前

連結会計年度において営業損失、当期純損失を計上しています。 

 当第２四半期連結累計期間においても引き続き営業損失を計上しており、業績の回復には至っていないため、前

連結会計年度に引き続き、継続企業の前提に関する重要な疑義を生じさせるような状況が存在しています。  

 当社グループは、当該状況を解消するため、以下の対応策を講じ、実施しています。  

(1) 2011年５月に策定した中期３ヵ年経営計画（第70期～第72期）によって変革と成長の推進を図っています。  

(2) 2011年１月から実施の新生「栃木工場」への組織再編（旧西方工場と旧栃木ＣＲ工場の統合）により、製造原 

  価領域の競争力を更に向上させています。  

(3) 旧本社不動産（埼玉県草加市）を売却し、本社機能の栃木工場（栃木県上都賀郡西方町）への移転集約を完了 

  させることで、販売管理費領域の競争力を改善いたしました。具体的には、2011年６月29日に売買契約を締結 

  し、705百万円で本社不動産を売却することとなり、2011年９月29日をもって不動産の引渡及び売却代金の受取

 が完了いたしました。  

(4) 本社の栃木工場への移転集約により、製造・技術・品質・物流・販売・管理全ての機能を一拠点に統合させる 

 ことで、経営効率の更なる迅速化を図っています。上記(3)のとおり2011年９月29日に本社不動産を引き渡すこ

 とにより、９月26日より本社機能を栃木工場へ集約しました。今後はより迅速・効率的な経営環境を構築して 

 いきます。  

(5) 自動車、医療・食品・その他セグメントの新旧顧客に対する、営業・技術組織体制を強化・拡充しています。 

 特に医療分野においては、現在取引中の得意先との間で大型の新規案件に対する試作・開発が進行中であり、 

 2013年３月期以降から2014年３月期における営業損益の改善が見込まれます。  

(6) 資金繰りについて 

  ① 当面の厳しい事業環境を乗り越えるべく、メインバンクを中心に既存取引銀行と緊密な関係を維持してお

り、継続的な支援を前提とした資金計画を構築し、必要資金の確保について綿密に連携中です。また、2011年

４月に新規金融機関から新たに50百万円の借入を行い、2011年８月に投資有価証券を145百万円で売却いたし

ました。 

   ② 旧本社不動産（埼玉県草加市）の売却代金705百万円により不動産担保に見合う長期借入金600百万円を返済

いたしました。 

  

以上のとおり、上記の対応策を進めている途上ですが、今後の受注動向や経済環境に左右されることから、現時

点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められます。  

 なお、当社グループの四半期連結財務諸表は継続企業を前提として作成しており、継続企業の前提に関する重要

な不確実性の影響を四半期連結財務諸表に反映していません。  
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Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自2010年４月１日 至2010年９月30日） 
報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

（注）セグメント利益の合計額は、四半期連結損益計算書の売上総利益と一致しています。 

  
Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自2011年４月１日 至2011年９月30日） 
報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

（注）セグメント利益の合計額は、四半期連結損益計算書の売上総利益と一致しています。 

  

該当事項はありません。  

  

  

   該当事項はありません。  

  

（５）セグメント情報等

  （単位：千円）

  成形品 金型・技術 調整額 
四半期連結損益
計算書上計上額 

（注） 

売上高         

外部顧客への売上高  2,188,143  311,914  －  2,500,057

セグメント間の内部売上高

又は振替高 
 －  －  －  －

計  2,188,143  311,914  －  2,500,057

セグメント利益  164,890  46,270  －  211,161

  （単位：千円）

  成形品 金型・技術 調整額 
四半期連結損益
計算書上計上額 

（注） 

売上高         

外部顧客への売上高  1,554,253  206,312  －  1,760,566

セグメント間の内部売上高

又は振替高 
 －  －  －  －

計  1,554,253  206,312  －  1,760,566

セグメント利益  90,226  25,269  －  115,496

（６）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記

（７）重要な後発事象
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